第１４号様式（第１７条関係）
私立幼稚園における２歳児接続保育事業 利用開始届
（宛先）京都市長
　子ども・子育て支援法第２０条第１項の規定による申請を行い、同法第１９条第３号に該当するものとして京都市から認定を受けた際には、下記のとおり私立幼稚園における２歳児接続保育（一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ））の利用を開始しますので届け出ます。
記

	届出日
	年　　月　　日

	利用を希望する私立幼稚園名
	

	保護者
	氏名

（署名又は記名押印）
	

	
	
	

	
	生年月日
	年　　月　　日生

	
	住所・連絡先
	〒　　－

京都市　　　区

電話（自宅　　　－　　　　）

電話（携帯　　　－　　　－　　　　）

	対象児童
	氏名
	

	
	
	

	
	生年月日
	年　　月　　日生

	利用開始日
	年　　月　　日

	みなし認定（※）の必要性の有無
（該当する場合に☑をし、年度を記入してください。）
（☑がある場合に、みなし認定を行います。）
	□　　　　年度非課税世帯


※　みなし認定とは、教育・保育給付認定の３号認定を受けており、かつ非課税世帯の児童について、施設等利用給付認定（新３号認定）の申請を要することなく、新３号認定とみなして幼児教育・保育の無償化の対象とすること。
　２歳児接続保育事業の利用開始後に、非課税世帯となった場合は、下記問合せ先まで御連絡ください。
　（問合せ先）
　　　　京都市　子ども若者はぐくみ局　幼保総合支援室　℡２５１－２３９０
（参考）
　子ども・子育て支援法（抄）

第十九条　子どものための教育・保育給付は、次に掲げる小学校就学前子どもの保護者に対し、（略）行う。

　　三　満三歳未満の小学校就学前子どもであって、前号の内閣府令で定める事由により家庭において必要な保育を受けることが困難であるもの

第二十条　前条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの保護者は、子どものための教育・保育給付を受けようとするときは、内閣府令で定めるところにより、市町村に対し、その小学校就学前子どもごとに、子どものための教育・保育給付を受ける資格を有すること及びその該当する同項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分についての認定を申請し、その認定を受けなければならない。
（フリガナ）





（フリガナ）








